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１ 通電火災を防ぐために         (２０分) 

近年、熊本地震をはじめとする大規模地震が相次いで発生してお

り、本市におきましても防災・減災対策の強化は一刻の猶予も許さ

れない喫緊の課題であります。 

地震発生時の人的・物的被害を最小限に抑える上で、特に警戒し

なければならないのが『通電火災』です。大規模地震直後の停電か

ら電気復旧の際、倒れたヒーター等の家電に再通電することで発生

する火災は、東日本大震災における建築物火災の過半数、阪神・淡

路大震災でも約 6割を占めたとされています。 

この通電火災を防ぐ極めて有効な手段が『感震ブレーカー』です。

揺れを感知して自動的に電気を遮断するこの装置は、火災の発生そ

のものを元から絶つ防災の要となります。 

しかしながら、市民の間での認知度は未だ十分とは言えず、購入

や工事にかかる費用面がネックとなり、普及が進んでいないのが現

状ではないでしょうか。そこで、お伺いします。 

 

（１）本市における通電火災リスクの認識と、感震ブレーカーの普 

及の現状について 

（２）感震ブレーカー設置に対する「助成制度」の導入について 

（３）普及促進に向けた啓発活動について 

 

２ 高齢者の命と健康を感染症から守るために（２５分）  

日本の高齢者において、肺炎は死因の上位であり、肺炎で亡くな

る方の９７．８％が６５歳以上です。また、新型コロナウイルスも

5類へ移行したとはいえ、高齢者や基礎疾患をお持ちの方にとって

は重症化や後遺症など命に関わるリスクが依然として存在します。 

現在、新型コロナウイルス感染症は、変異株の種類が変わりなが

ら流行を繰り返しています。かつてのような一律の行動制限はなく

なりましたが、ウイルスの脅威が消え去ったわけではありません。 

特に高齢者の重症化リスクは極めて高く、30代と比較した場合、

60 代で約 25 倍、70 代で 47 倍、80 代に至っては約 71 倍にまで跳

ね上がるとされています。さらに、5類移行後の 1年間における死

亡者数を見ても、インフルエンザの 2,244人に対し、新型コロナウ 
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イルスは 32,576人と、実に約 15倍にのぼり、退院患者の約３３％

に何らかの後遺症が残るとのデータもあります。しかしながら、本

市における高齢者の新型コロナワクチン接種率は 4.6%と、極めて

低い水準に留まっています。この背景には、5類移行などに伴い「新

型コロナに対する危機感」が薄れていること、そして定期接種化に

伴い「自己負担額が高額」になったことが大きな要因であると考え

られます。 

 また、成人の肺炎で最も多いのが肺炎球菌であり、くしゃみや咳

などで感染し、季節を問わず一年を通して脅威となります。手洗い

や口腔ケアに加え、ワクチン接種による基本的な予防が極めて重要

です。これらの感染症から命を守るために予防策となるワクチンの

接種環境と周知についてお伺いします。                                     

（１） 新型コロナウイルスワクチンについて 

ア 感染によるリスクやワクチン接種についての周知の現状 

について 

イ 対象者への情報伝達手段として個別通知を導入すること

について 

ウ 接種費用の自己負担軽減について 

（２） 高齢者肺炎球菌ワクチンについて 

ア 満６５歳定期接種（経過措置終了後）の接種率について 

イ 本年 4月から、より高い効果を持つワクチンに切り替わり 

ました。その点も含めた定期接種の周知方法について。 

ウ 任意接種助成を拡充する考えは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


